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令和７年度泉南市下水道事業会計決算審査意見について

　地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された令和７年度泉南市下水道事業会計決算及び附属書類に

対する意見を、同条第５項により決定したので提出します。
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令和７年度泉南市下水道事業会計決算

令和８年６月１9日から８月６日まで

第２　審査の結果

　審査に付された決算及び附属書類は地方公営企業法及び関係法令に基づいて作成され、計数については関係諸帳簿・証書類と

符合し、本年度の経営成績及び本年度末の財政状態が適正に表示されていることを認めた。

令和７年度泉南市下水道事業会計決算審査意見

第１　審査の概要

１　審査の対象

２　審査の期間

３　審査の方法

　審査は、本事業の運営が地方公営企業法第３条に規定する経営の基本原則の趣旨に従って行われているかどうかについて特に意
を用い、決算書及び事業報告書ほか附属書類が事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているか否か、会計処理は、同法及
びその他関係法令の定めるところにより正しく行われているか否かを確認した。また、計数については、関係諸帳簿及び証拠書類と照
合するとともに、関係職員からも内容について聴取した。本意見書は、これらの審査結果に基づき泉南市監査基準に準拠して調製し
た。



１　業務概要について　

  (1)  普及状況について

  (2)  処理状況について

延長（ｍ）

146,844.62

布設延長 90,742.07

受贈延長 56,102.55

53,238.59

布設延長 17,654.17

受贈延長 35,584.42

200,083.21

0.1%

0.3%

28.0% 111.83 0.2%

45.3% 228.80

73.4%

26.6%

340.63

39.54

0.2%

　本年度末の処理区域内人口は３６，１６９人、水洗化人口は３３，８３０人で、前年度に比べ処理区域内人口では３３４人（0.9%）減少し、水洗化人口
では９７６人（2.8%）減少している。また普及率については６３.３％となっている。年間総処理水量は４，２８１，０６７㎥で前年度に比べ１２４，５７８㎥
（2.8%）減少し、有収水量は３，６６８，０７４㎥で前年度より１８９，５１６㎥（5.5%）増加し、有収率については、８５．７％で前年度に比べ６．７ポイント上
昇している。

　本年度末の管渠整備状況としては、整備済面積が６９９．９４haとなり、計画面積（１，２０４．９８ha）に対する整備率は５８．１％であった。前年度より
０．１ポイント増加している。

下水道管渠延長（汚水）

下水道管渠延長（雨水）

73.4%

26.6%

146,503.99

53,199.05

28.0% 55,990.72

45.4% 90,513.27

0.2%計 100.0% 199,703.04 100.0% 380.17

0.0%

17.8% 35,544.88 17.8% 39.54 0.1%

8.8% 17,654.17 8.8% 0.00

雨汚水別下水道管渠延長状況

区　　　分
令和７年度 令和６年度

差引増減（ｍ） 増減比
構成比 延長（ｍ） 構成比

５
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２　収益的収支について

本年度における収益的収支の決算額及び損益計算書の金額は、次のとおりである。 （単位：円）

　(1)  収益的収入について

（単位 : 円）

金　　　　　額 構成比 金　　　　　額 構成比
984,426,698 50.8% 895,889,438 47.0% 88,537,260 9.9%

下 水 道 使 用 料 646,249,769 33.4% 610,094,545 32.0% 36,155,224 5.9%
雨水処理負担金 337,757,329 17.4% 285,398,893 15.0% 52,358,436 18.3%
その他営業収益 419,600 0.0% 396,000 0.0% 23,600 6.0%

952,474,145 49.2% 1,009,344,122 53.0% -56,869,977 -5.6%
他 会 計 補 助 金 189,216,595 9.8% 234,712,103 12.3% -45,495,508 -19.4%
補 助 金 - - 5,560,750 0.3% -5,560,750 皆減
長期前受金戻入 729,329,081 37.7% 731,137,198 38.4% -1,808,117 -0.2%
雑 収 益 33,928,469 1.8% 37,934,071 2.0% -4,005,602 -10.6%

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
その他特別利益 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

1,936,900,843 100.0% 1,905,233,560 100.0% 31,667,283 1.7%

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

増減比

増加となった主なものは、営業収益の雨水処理負担金５２，３５８，４３６円（18.3％）である。一方減少となった主なものは、営業外収益の

収益的収入の内訳は、次表に示すとおりであって、前年度と比較すると営業収益は８８，５３７，２６０円（9.9%）の増加、営業外収益におい
 ては５６，８６９，９７７円（5.6%）の減少となっており、事業収入全体では前年度に比べ合計 ３１，６６７，２８３円（1.7%）の増加となっている。

 他会計補助金４５，４９５，５０８円（19.4％）である。

計

収　益　的　収　入　内　訳　表

区 分
令和７年度 令和６年度

差引増減（-)額

96,044,849 68,594,682

（注）決算報告書における収益的収支は、消費税込みの金額で作表され、損益計算書は消費税抜きの金額で作表されるので両者異なる
　　　収支となっている。公営企業であり、かつ、前年対比の必要もあるので、以下主として損益計算書の金額に基づき述べる。

上記決算額の収支差引額は、９６，０４４，８４９円のプラスとなり、前年度の利益１０９，０９５，３４９円よりも１３，０５０，５００円減少となった。

決　算　額 損益計算書額

2,004,827,743 1,936,900,843

1,908,782,894 1,868,306,161

区 分

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

収 支 差 引 額



　(2)  収益的支出について

（単位 : 円）

金       額 構成比 金       額 構成比

1,769,586,749 94.7% 1,704,988,346 94.3% 64,598,403 3.8%

職 員 給 与 費 72,294,383 3.9% 62,706,515 3.5% 9,587,868 15.3%

動 力 費 4,713,016 0.3% 6,819,889 0.4% -2,106,873 -30.9%

修 繕 費 106,022,673 5.7% 45,085,592 2.5% 60,937,081 135.2%

流域下水道維持管理負担金 274,645,581 14.7% 265,023,866 14.7% 9,621,715 3.6%

減 価 償 却 費 1,193,686,557 63.9% 1,193,281,404 66.0% 405,153 0.0%

そ の 他 118,224,539 6.3% 132,071,080 7.3% -13,846,541 -10.5%

98,716,480 5.3% 102,707,782 5.7% -3,991,302 -3.9%

支 払 利 息 81,304,772 4.4% 88,618,834 4.9% -7,314,062 -8.3%

雑 支 出 17,411,708 0.9% 14,088,948 0.8% 3,322,760 23.6%

2,932 0.0% 9,728 0.0% -6,796 -69.9%

過 年 度 損 益 修 正 損 2,932 0.0% 9,728 0.0% -6,796 -69.9%

1,868,306,161 100.0% 1,807,705,856 100.0% 60,600,305 3.4%

営 業 外 費 用

計

収　益　的　支　出　内　訳　表

区 分
令和７年度 令和６年度

差引増減（－）額 増減比

特 別 損 失

収益的支出の内訳は次表に示すとおりで、前年度と比較すると、営業費用６４，５９８，４０３円（3.8%）の増加、営業外費用３，９９１，３０２円
 （3.9%）の減少で、総額１，８６８，３０６，１６１円の支出となっており、これは前年度に比べると６０，６００，３０５円（3.4%）の増加である。

増加となった主なものは、営業費用の修繕費６０，９３７，０８１円（135.2%）である。一方、減少となった主なものは、営業費用のその他
１３，８４６，５４１円（10.5%）である。

営 業 費 用

７
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  (3)  費用分析について

金　　　額 割合 金　　　額 割合

職 員 給 与 費 25,222,632 1.4% 30,426,986 1.7% 31,589,292 1.8%

流 域 下 水 道 維 持
管 理 負 担 金

260,601,046 13.9% 252,161,129 13.9% 243,547,475 13.5%

その他維持管理費 45,659,070 2.4% 60,858,751 3.4% 68,576,779 3.8%

資 本 費 343,295,954 18.4% 302,023,317 16.7% 333,875,881 18.5%

674,778,702 36.1% 645,470,183 35.7% 677,589,427 37.5%

347,545,354 18.6% 275,816,876 15.3% 264,190,836 14.6%

0 - 0 - 0 ‐

152,955,000 8.2% 197,436,000 10.9% 145,607,000 8.1%

105,737,167 5.7% 99,877,946 5.5% 125,869,290 7.0%

587,287,006 31.4% 589,095,123 32.6% 591,382,654 32.8%

1,868,303,229 100.0% 1,807,696,128 100.0% 1,804,639,207 100.0%

費用（汚水処理原価）等の内訳表

（単位 : 円）

区 分
令和７年度 令和６年度 令和５年度

金　　　額 割合

　本年度における主要費用の占める割合は次表のとおりであり、前年度に比べ分流式下水道等に要する経費が２．７ポイント低下し、雨水処理
費が３．３ポイント上昇している。

汚
水
処
理
原
価

小 計

雨 水 処 理 費

高 資 本 費 対 策 費

そ の 他

合 計

長期前受金戻入相当額

分 流 式 下 水 道 等
に 要 す る 経 費



(4)  原価分析について

増減比

(A) 3,668,074 ㎥ 3,478,558 ㎥ 189,516 ㎥ 5.4%

(Ｂ) 674,778,702 円 645,470,183 円 29,308,519 円 4.5%

-0.9%

(Ｄ) 646,249,769 円 610,094,545 円 36,155,224 円 5.9%

0.5%

-23.5%

令和７年度 構成比 令和６年度 構成比 構成比

80円70銭 43.9% 74円23銭 40.0% 40.8%

12円89銭 7.0% 12円59銭 6.8% 8.5%

6円88銭 3.7% 8円75銭 4.7% 4.7%

71円05銭 38.6% 72円49銭 39.1% 35.9%

9円25銭 5.0% 14円26銭 7.7% 8.2%

3円19銭 1.7% 3円23銭 1.7% 2.0%

183円96銭 100.0% 185円56銭 100.0% 100.0%

65円28銭

14円82銭

3円56銭

181円62銭

１立方メートル当たりの汚水処理原価の推移（表２）

令和５年度

74円10銭

15円39銭

8円47銭

　　経営成績が適正かつ合理的であるかどうかは、原価が料金に見合う適正な水準かどうかであり、これを次の汚水処理原価と使用料単価の
比較表（表１・表２）で検討する。

  本年度の汚水処理原価は１㎥当たり１８３円９６銭となり、前年度に比べ１円６０銭(0.9%)減少している。この主要因は、委託料が５円１銭減少し
たことにある。また、使用料単価は、１㎥当たり１７６円１８銭で前年度に比べ０円７９銭（0.5%）増加した。その結果、料金単価差は７円７８銭の赤
字となった。

175円39銭

-10円17銭

185円56銭 -1円60銭

0円79銭

2円39銭

年 間 有 収 水 量

汚 水 処 理 費

　　　(Ｅ)－(Ｃ) 

汚 水 処 理 原 価 (Ｂ)÷(A)＝(Ｃ) 

料 金 単 価 差

使 用 料 単 価 (Ｄ)÷(A)＝(Ｅ) 

計

区 分
１
㎥
当
た
り
の
汚
水
処
理
原
価

減 価 償 却 費

支 払 利 息
資 本 費

維持管理費

-7円78銭

183円96銭

職 員 給 与 費

流域下水道維持管理
負 担 金

委 託 料

下 水 道 使 用 料

176円18銭

そ の 他

汚水処理原価及び使用料単価表（表１）

区 分 令和７年度 令和６年度 差引増減（－）額

９
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３　資本的収支について

　　　本年度における資本的収支の予算額、決算額は次のとおりである。

　(1)  資本的収入内訳について

（単位 : 円）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

457,800,000 68.9% 468,800,000 74.9% -11,000,000 -2.3%

129,756,483 19.5% 63,489,701 10.1% 66,266,782 104.4%

61,880,000 9.3% 59,324,250 9.5% 2,555,750 4.3%

14,931,200 2.2% 34,395,200 5.5% -19,464,000 -56.6%

3,706,200 0.6% 6,344,000 1.0% -2,637,800 -41.6%

- － 26,387,200 4.2% -26,387,200 皆減

11,225,000 1.7% 1,664,000 0.3% 9,561,000 574.6%

664,367,683 100.0% 626,009,151 100.0% 38,358,532 6.1%

資　本　的　収　入　内　訳　表

令和７年度 令和６年度
差引増減（－）額 増減比

計

負 担 金 等

区 分

　上記収支差引額の不足額４７４，３１４，１７８円については、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２７，４５０，１６６円、

企 業 債

他 会 計 出 資 金

国 庫 補 助 金

負 担 金 等
内 訳

受益者負担金

分 担 金

工 事 負 担 金

（104.4%）が増加、分担金２６，３８７，２００円（皆減）が主に減少している。前年度に比べると全体で３８，３５８，５３２円(6.1%)の増加となっている。

（単位 : 円）

予　算　額 決　算　額　

981,184,000 664,367,683

区 分

資 本 的 収 入

　次に資本的収入の内訳は次表のとおりで、前年度と比較すると、工事負担金９，５６１，０００円（574.6%）、他会計出資金６６，２６６，７８２円

減債積立金９７，５２７，７０４円、過年度分損益勘定留保資金１３３，８１９，５３１円及び当年度分損益勘定留保資金２１５，５１６，７７７円で

1,469,188,800 1,138,681,861

-488,004,800 -474,314,178

資 本 的 支 出

収 支 差 引 額

補填されている。



　(2)  資本的支出内訳について

（単位 : 円）

構成比 構成比

36.7% 25.1% 58.1%

63.3% 74.9% -8.7%

100.0% 100.0% 8.0%

予算額
第 26 条 に
よ る 繰 越 額

継続費逓次
繰 越 額 予算額合計

第 26 条 に
よ る 繰 越 額

継続費逓次
繰 越 額 合 計

644,905,000 39,225,800 0 684,130,800 163,217,000 0 163,217,000

62,974,000 0 0 62,974,000 0 0 0

707,879,000 39,225,800 0 747,104,800 163,217,000 0 163,217,000

(注)消費税を含む

　資本的支出の内訳は（表１）及び（表２）で示すとおりであって、建設改良費（管路建設費、流域下水道建設負担金）４１７，５９８，９９８円及び企業債償還金７２
１，０８２，８６３円で、総額では１，１３８，６８１，８６１円の支出となっている。

令和６年度

金　　　額

264,095,389

789,812,097

1,053,907,486

決算額

370,377,276

47,221,722

417,598,998

管 路 建 設 費 150,536,524

流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

15,752,278

計 166,288,802

（単位 : 円）

区 分
翌年度繰越額

不 用 額
予算額

建 設 改 良 費 内 訳 表 ( 表 ２ ）

建 設 改 良 費

計

153,503,609

企 業 債 償 還 金 -68,729,234

417,598,998

721,082,863

84,774,3751,138,681,861

(注)消費税を含む

資 本 的 支 出 内 訳 表 ( 表 １ ）

区　　　分
令和７年度

差引増減（－）額 増減比
金　　　額

１１
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４　財政状況について

　　　本年度末の貸借対照表における、資産・負債及び資本の状況は次表のとおりである。

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

固 定 資 産 27,493,355,168 97.3% 28,282,062,998 98.1% -788,707,830 -2.8%

流 動 資 産 759,366,529 2.7% 543,730,141 1.9% 215,636,388 39.7%

28,252,721,697 100.0% 28,825,793,139 100.0% -573,071,442 -2.0%

固 定 負 債 5,889,768,760 20.8% 6,193,956,657 21.5% -304,187,897 -4.9%

流 動 負 債 1,168,148,710 4.1% 997,614,769 3.5% 170,533,941 17.1%

繰 延 収 益 16,403,291,191 58.1% 17,041,059,842 59.1% -637,768,651 -3.7%

計 23,461,208,661 83.0% 24,232,631,268 84.1% -771,422,607 -3.2%

資 本 金 4,276,110,064 15.1% 4,058,984,215 14.1% 217,125,849 5.3%

剰 余 金 515,402,972 1.8% 534,177,656 1.9% -18,774,684 -3.5%

計 4,791,513,036 17.0% 4,593,161,871 15.9% 198,351,165 4.3%

28,252,721,697 100.0% 28,825,793,139 100.0% -573,071,442 -2.0%

　(1)  資産

資
産

合　　　計

負
債

資
本

負 債 ・ 資 本 合 計

産の年度末償却未済額は２４，９８０，４１４，２９２円で、前年度と比較して７５５，７２７，８０２円（2.9%）の減少となっている。

　本年度の資産総額は２８，２５２，７２１，６９７円で、この内訳は、固定資産２７，４９３，３５５，１６８円（構成比97.3%）、流動資産７５９，３６６，５２９円
（構成比2.7%）となっており、前年度に比べ固定資産が７８８，７０７，８３０円（2.8%）減少し、流動資産が２１５，６３６，３８８円（39.7%）増加している。
資産全体では５７３，０７１，４４２円（2.0%）の減少となっている。
　 有形固定資産（取得価格）の年度末現在高は３１，３２５，７６３，５９２円で、前年度に比べ２９１，７１６，２５２円（0.9%）の増加となっている。本年
度中に増加した主なものは構築物２７５，６４９，３５９円、建設仮勘定１６，０６６，８９３円となっている。
　一方、減価償却累計額は６，３４５，３４９，３００円で、前年度に比べ１，０４７，４４４，０５４円（19.8%）の増加となっている。その結果、有形固定資

資 産 ・ 負 債 ・ 資 本 内 訳 表
（単位 : 円）

区　　　分
令和７年度 令和６年度

差引増減（－）額 増減比



（単位 : 円）

令和７年度 令和６年度 差引増減（－）額 増減比
（Ａ） 31,325,763,592 31,034,047,340 291,716,252 0.9%
（Ｂ） 6,345,349,300 5,297,905,246 1,047,444,054 19.8%

(Ａ)－(Ｂ)＝ （Ｃ）
（Ｄ） 2,512,940,876 2,545,920,904 -32,980,028 -1.3%

(Ｃ)＋(Ｄ)＝ （Ｅ） 27,493,355,168 28,282,062,998 -788,707,830 -2.8%
557,973,296 353,919,472 204,053,824 57.7%
147,553,914 146,880,705 673,209 0.5%
58,372,988 48,099,626 10,273,362 21.4%
-4,533,669 -5,169,662 635,993 -12.3%

（Ｆ） 759,366,529 543,730,141 215,636,388 39.7%
28,252,721,697 28,825,793,139 -573,071,442 -2.0%

  (2)  負債及び資本
　　ア  負債

（単位 : 円）

令和７年度 令和６年度 差引増減（－）額 増減比
5,889,768,760 6,193,956,657 -304,187,897 -4.9%
5,868,250,265 6,175,173,657 -306,923,392 -5.0%

21,518,495 18,783,000 2,735,495 14.6%
1,168,148,710 997,614,769 170,533,941 17.1%

764,723,392 721,082,863 43,640,529 6.1%
382,783,318 255,427,906 127,355,412 49.9%

8,868,000 7,805,000 1,063,000 13.6%
11,774,000 13,299,000 -1,525,000 -11.5%

16,403,291,191 17,041,059,842 -637,768,651 -3.7%
20,868,758,463 20,777,198,033 91,560,430 0.4%
-4,465,467,272 -3,736,138,191 -729,329,081 19.5%
23,461,208,661 24,232,631,268 -771,422,607 -3.2%負 債 合 計

繰 延 収 益

流 動 負 債

収益化累計額

その他流動負

引 当 金

引 当 金

長 期 前 受 金

未 払 金

企 業 債

企 業 債

区 分
固 定 負 債

資　　　産　　　内　　　訳　　　表

区　　　　　　　分

固
定
資
産

有
形
固
定

-755,727,802

年 度 末 現 在 高
減 価 償 却 累 計 額
年 度 末 償 却 未 済 額

24,980,414,292 25,736,142,094 -2.9%

資
　
産

無 形 固 定 資 産
計

負　　　債　　　内　　　訳　　　表

資 産 合 計 ( Ｅ ) ＋ ( Ｆ )

流
動
資
産

計
貸 倒 引 当 金

現 金 預 金
営 業 未 収 金
そ の 他 の 未 収 金

　本年度の負債総額は２３，４６１，２０８，６６１円で、前年度に比べ７７１，４２２，６０７円（3.2%）の減少となっており、負債・資本合計に占
める割合は８３％となっている。
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１４

　　イ  資本

（単位 : 円）

令和７年度 令和６年度 差引増減（－）額 増減比

2,872,880,585 2,872,880,585 0 0.0%

901,586,034 771,829,551 129,756,483 16.8%

501,643,445 414,274,079 87,369,366 21.1%

4,276,110,064 4,058,984,215 217,125,849 5.3%

349,280,586 349,280,586 0 0.0%

受 贈 財 産 評 価 額 344,063,765 344,063,765 0 0.0%

受 益 者 負 担 金 4,988,151 4,988,151 0 0.0%

他 会 計 補 助 金 228,670 228,670 0 0.0%

166,122,386 184,897,070 -18,774,684 -10.2%

当年度未処分利益
剰 余 金

166,122,386 184,897,070 -18,774,684 -10.2%

515,402,972 534,177,656 -18,774,684 -3.5%

4,791,513,036 4,593,161,871 198,351,165 4.3%

資 本 剰 余 金

剰

余

金

計

資　　本　　内　　訳　　表

区　　　　　　分

資

本

金

固 有 資 本 金

計

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

　本年度の資本総額は次表のとおり４，７９１，５１３，０３６円で、前年度に比べ１９８，３５１，１６５円(4.3%)の増加となっており、負債・
資本合計に占める割合は１７％となっている。

　資本金の増加は、繰入資本金の１２９，７５６，４８３円（16.8%）、組入資本金８７，３６９，３６６円（21.1%）である。

資 本 合 計

利 益 剰 余 金



５　資金の運用状況について
  本年度の間接法によるキャッシュ・フロー計算書は、次表に示すとおりである。

当年度純利益（△は純損失）
減価償却費
長期前受金戻入
貸倒引当金の増減（△は減少）
退職給付引当金の増減（△は減少）
賞与引当金の増減（△は減少）
未収金の増減（△は増加）
未払金の増減（△は減少）
その他流動負債の増減（△は減少）

業務活動によるキャッシュ・フロー　計

有形固定資産の取得による支出
無形固定資産の取得による支出
補助金、負担金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー　計

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
その他の企業債の償還による支出
他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー　計

資金期末残高 557,973,296 353,919,472 204,053,824

資金の増減額（△は減少） 204,053,824 133,554,509 70,499,315
資金期首残高 353,919,472 220,364,963 133,554,509

△ 257,522,396 123,996,016

457,800,000 468,800,000 △ 11,000,000
△ 716,935,359 △ 785,664,601 68,729,242

△ 4,147,504 △ 4,147,496 △ 8
129,756,483 63,489,701 66,266,782

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

△ 113,262,475 △ 40,901,747
65,462,103 84,106,442

△ 217,426,877△ 243,481,726

△ 195,681,354 △ 260,631,572

△ 729,329,081

849,000

△ 27,441,852608,503,782

40,211,221 △ 45,970,803
113,000

△ 4,849,000

△ 72,360,728
△ 18,644,339
△ 26,054,849

△ 133,526,380

64,950,218

△ 635,993
2,735,495

3,324,000

962,000
△ 5,759,582

52,332,852

581,061,930
△ 1,525,000

△ 731,137,198
36,395

2,402,000

2,730,256 49,602,596

1,808,117
△ 672,388

333,495

区　　　　　分
１　業務活動によるキャッシュ・フロー

令７年度 令和６年度 対前年度増減
（単位：円）

　業務活動で得た資金５８１，０６１，９３０円を、固定資産の取得等の投資活動に２４３，４８１，７２６円、企業債の償還等の財務活動に１３３，５２６，３８０円支出した結果、本
年度中資金は前年度に比べ２０４，０５３，８２４円（57.7%）増加している。

68,594,682
1,193,686,557

△ 28,948,022
405,153

97,542,704
1,193,281,404

１５



１６

６　その他の事項について

  (１)  有収率について

令和５年度

(A) 4,281,067 ㎥ 4,405,645 ㎥ 4,501,591 ㎥

(B) 3,668,074 ㎥ 3,478,558 ㎥ 3,730,794 ㎥

(A-B) 612,993 ㎥ 927,087 ㎥ 770,797 ㎥

(B/A) 85.7 % 79.0 % 82.9 %

　  有収率の良否はいうまでもなく営業損益に大きな影響を及ぼすものである。最近３か年の有収率は次表のとおりである。
　  本年度の総処理水量と有収水量をそれぞれ前年度と対比すると、総処理水量は１２４，５７８㎥減少し、有収水量は１８９，
５１６㎥増加しており、不明水量の減少により有収率が６．７ポイント上昇した。

年 間 総 処 理 水 量

年 間 有 収 水 量

不 明 水 量

有 収 率

区　　　　　分 令和７年度 令和６年度

有収率推移



収入面では、本年度の下水道事業収益は１，９３６，９００，８４３円で、前年度に比し３１，６６７，２８３円（1.7%）の増加となっている。

営業収益のうち下水道使用料は６４６，２４９，７６９円で、前年度に比し３６，１５５，２２４円（5.9%）の増加となり、雨水処理負担金は

３３７，７５７，３２９円で、前年度に比し５２，３５８，４３６円（18.3%）の増加となった。経営基盤である有収水量１㎥当たりの汚水処理原

価１８３円９６銭（前年度１８５円５６銭）に対する使用料単価は１７６円１８銭（同１７５円３９銭）で、その差は７円７８銭の赤字（同１０円

１７銭の赤字）となっている。

また、営業外収益については、９５２，４７４，１４５円で、他会計補助金や補助金の減少等により、前年度に比し５６，８６９，９７７

円（5.6%）減少となった。

一方、下水道事業費用については、１，８６８，３０６，１６１円で、修繕費、職員給与費の増加等により、前年度に比し６０，６００，３０５円

（3.4%）増加となっている。

　この結果、本年度においては６８，５９４，６８２円の黒字決算となり、当年度未処分利益剰余金は１６６，１２２，３８６円となっている。

ま た、 事 業 経 営 に 大 きな 影 響 を 与 える 有 収 率 に つ い て は ８ ５ ． ７ ％ で 、 前 年 度 よ り ６ ． ７ ポ イ ン ト上 昇 し て い る。 引 き 続 き

有収率の向上に努め、汚水処理の効率化を図られたい。

　下水道料金の営業未収金が、前年度より０．５％増加、その他の未収金については２１．４％増加が見られる。

社会情勢等の影響を受けるものとは考えられるものの、早期収納対策による未収金の発生防止、口座振替の促進による現年度分の

料金収入の確保に取り組まれたい。併せて、受益者負担の公平性を担保するべく、委託事業者との連携強化や、滞納者の分析に

より個々具体の事情に即した滞納対策を展開し、厳正で適格な滞納整理に努められたい。

７　むすび
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泉南市下水道事業会計決算審査資料



令和７年度

泉南市下水道事業会計決算審査資料

１９



２０

（1）総人口 57,156 人 57,917 人 58,527 人

（2）全体計画人口 63,080 人 63,080 人 63,080 人

（3）処理区域内人口 36,169 人 36,503 人 36,732 人

（4）普及率 63.3 ％ * 0.3 ﾎﾟｲﾝﾄ 63 ％ * 0.2 ﾎﾟｲﾝﾄ 62.8 ％ * 0.2 ﾎﾟｲﾝﾄ

（5）水洗便所設置済人口 33,830 人 34,806 人 34,625 人

（6）水洗化率 93.5 ％ * -1.9 ﾎﾟｲﾝﾄ 95.4 ％ * 1.1 ﾎﾟｲﾝﾄ 94.3 ％ * 0.7 ﾎﾟｲﾝﾄ

（7）処理区域内面積 699 ha 697 ha 686 ha

（8）年間総処理水量 4,281,067 ㎥ 4,405,645 ㎥ 4,501,591 ㎥

（9）年間有収水量 3,668,074 ㎥ 3,478,558 ㎥ 3,730,794 ㎥

（10）有収率 85.7 ％ * 6.7 ﾎﾟｲﾝﾄ 79.0 ％ * -3.9 ﾎﾟｲﾝﾄ 82.9 ％ * -4.6 ﾎﾟｲﾝﾄ

（11）下水道使用料 646,249,769 円 610,094,545 円 655,288,674 円

（12）汚水処理費 674,778,702 円 645,470,183 円 677,589,427 円

（13）下水道管渠延長数 200,083.21 ｍ 199,703.04 ｍ 200,699.89 ｍ

（14）直近使用料改定年月日

職員 11 人 職員 11人 職員 11人

嘱託  0 人 嘱託  0人 嘱託  0人

＊本欄は、伸び率ではなく数値（ポイント）の増減差である。

（15）職員数 11人 － 11人 － 11人 －

H27.10.1 － H27.10.1 － H27.10.1 －

-0.6%5.4% -6.8%

-1.4%

39.8%

-1.9%

-6.9%

-4.7%

-0.5%

5.9%

4.5%

0.2%

-2.8% -2.1% 4.9%

0.3% 1.6% 0.3%

-2.8% 0.5% -0.3%

-1.3% -1.0% -1.3%

-0.9% -0.6% -1.1%

0.0% 0.0% 0.0%

年　　度　　別　　業　　務　　量　　概　　要

区　　分
令和７年度 令和６年度 令和５年度

業務量 対前年度伸率 業務量 対前年度伸率 業務量 対前年度伸率



項 目 令和７年度 令和６年度 令和５年度

固定資産
資本金+剰余金+固定負債　

流動資産
流動負債
現金預金
流動負債

営業収益+営業外収益
営業費用+営業外費用

営業収益
営業費用

企業債償還金
料金収益

職員給与費
料金収益

処理区域内人口
全体計画人口

水洗便所設置済人口
処理区域内人口
処理区域内人口

損益勘定所属職員
年間有収水量

損益勘定所属職員
営業収益

損益勘定所属職員
下水道使用料
年間有収水量
汚水処理費

年間有収水量
14 汚水処理原価（１㎥当り円） 183.96 185.56 181.62

13 使用料単価（1㎥当り円） 176.18 175.39 175.64

4,563 4,592

12 職員一人当り営業収益（千円） 123,053 111,986 116,199

11 職員一人当り有収水量（㎥） 458,509 434,820 466,349

10

8 進捗率 57.3% 57.9% 58.2%

水洗化率 93.5% 95.4% 94.3% ×１００

職員一人当り処理人口（人） 4,521

×１００

7 職員給与費対料金収益比率 11.2% 10.3% 9.7% ×１００

6 企業債元利償還金対料金収益比率 111.6% 129.5% 130.9%

×１００

9

×１００

5 営業収益対営業費用比率 55.6% 52.5% 55.0% ×１００

4 経常収益対経常費用比率 103.7% 105.4% 103.1%

×１００

3 現金預金比率 47.8% 35.5% 19.8% ×１００

2 流動比率 65.0% 54.5% 40.1%

年　　度　　別　　経　　営　　状　　況　　分　　析　　表

算 定

1 固定資産対長期資本比率 257.4% 262.2% 268.1% ×１００

２１



２２

　1　営業収益 984,426,698 50.8% 9.9% 895,889,438 47.0% -3.6% 929,595,963 49.1% -0.2%

（１） 下水道使用料 646,249,769 33.4% 5.9% 610,094,545 32.0% -6.9% 655,288,674 34.6% -1.4%

（２） 雨水処理負担金 337,757,329 17.4% 18.3% 285,398,893 15.0% 4.2% 273,836,889 14.5% 2.8%

（３） その他営業収益 419,600 0.0% 6.0% 396,000 0.0% -15.8% 470,400 0.0% 39.5%

　２　営業費用 1,769,586,749 94.7% 3.8% 1,704,988,346 94.3% 1.0% 1,688,808,658 93.6% 2.9%

（１） 管渠費 33,776,325 1.8% -23.7% 44,294,927 2.5% -18.1% 54,059,999 3.0% 0.0%

（２） ポンプ場費 176,036,832 9.4% 50.1% 117,304,232 6.5% 16.8% 100,459,990 5.6% 10.9%

（３） 普及指導費 1,089,860 0.1% -65.2% 3,128,275 0.2% 202.5% 1,034,233 0.1% 7.8%

（４） 業務費 31,601,477 1.7% 3.1% 30,666,156 1.7% -3.5% 31,782,643 1.8% 5.1%

（５） 総係費 58,750,117 3.1% 14.5% 51,289,486 2.8% -2.1% 52,399,611 2.9% 10.7%

（６）
流域下水道
維持管理負担金

274,645,581 14.7% 3.6% 265,023,866 14.7% 2.6% 258,238,626 14.3% 10.7%

（７） 減価償却費 1,193,686,557 63.9% 0.0% 1,193,281,404 66.0% 0.2% 1,190,833,556 66.0% 0.6%

（８） その他営業費用 0 0.0% 0.0% 0 0.0% 0.0% 0 0.0% 0.0%

　営業利益（－損失） -785,160,051 - -3.0% -809,098,908 - 6.6% -759,212,695 - 7.0%

　３　営業外収益 952,474,145 49.2% -5.6% 1,009,344,122 53.0% 8.5% 930,402,807 49.2% -4.1%

（１） 他会計補助金 189,216,595 9.8% -19.4% 234,712,103 12.3% 19.6% 196,191,934 10.4% -18.3%

（２） 補助金 － － 皆減 5,560,750 0.3% 皆増 - － -

（３） 長期前受金戻入 729,329,081 37.7% -0.2% 731,137,198 38.4% -0.1% 731,935,878 38.7% 0.3%

（４） 雑収益 33,928,469 1.8% -10.6% 37,934,071 2.0% 1,567.4% 2,274,995 0.1% 162.3%

比　　較　　損　　益　　計　　算　　書

科 目

令和７年度 令和６年度 令和５年度

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率



　４　営業外費用 98,716,480 5.3% -3.9% 102,707,782 5.7% -11.3% 115,830,548 6.4% -14.2%

（１）
支払利息及び企業債
取扱諸費

81,304,772 4.4% -8.3% 88,618,834 4.9% -14.3% 103,426,744 5.7% -15.3%

（２） 雑支出 17,411,708 0.9% 23.6% 14,088,948 0.8% 13.6% 12,403,804 0.7% -4.5%

　経常利益（－損失） 68,597,614 - -29.7% 97,537,432 － 76.2% 55,359,564 － -56.2%

　５　特別利益 0 0.0% 0.0% 0 0.0% 皆減 32,009,802 1.7% 113.2%

（１） 過年度損益修正益 － － － － － 皆減 20,282,374 1.1% 35.1%

（２） その他特別利益 0 0.0% 0.0% 0 0.0% 皆減 11,727,428 0.6% 皆増

　６　特別損失 2,932 0.0% -69.9% 9,728 0.0% 皆増 0 0.0% 皆減

（１） 過年度損益修正損 2,932 0.0% -69.9% 9,728 0.0% 皆増 0 0.0% 皆減

（２） その他特別損失 0 0.0% 0.0% 0 0.0% 0.0% 0 0.0% 0.0%

　当年度純利益（－損失） 68,594,682 - -29.7% 97,527,704 － 11.6% 87,369,366 － -38.1%

　前年度繰越利益剰余金 0 - 0.0% 0 － 0.0% 0 － 0.0%
　その他未処分利益剰余金変動額 97,527,704 - 11.6% 87,369,366 － 0.0% 162,437,202 － 皆増

　当年度未処分利益剰余金 166,122,386 - -10.2% 184,897,070 － -26.0% 249,806,568 － 77.0%

1,936,900,843 100.0% 1.7% 1,905,233,560 100.0% 0.7% 1,892,008,572 100.0% -1.3%

1,868,306,161 100.0% 3.4% 1,807,705,856 100.0% 0.2% 1,804,639,206 100.0% 1.6%

対前年
度伸率

総 収 益

対前年
度伸率

総 費 用

科 目

令和７年度 令和６年度 令５年度

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率

金 額 ( 円 ） 構成比 金 額 ( 円） 構成比

２３



２４

１ 27,493,355,168 97.3% -2.8% 28,282,062,998 98.1% -3.0% 29,157,897,379 98.5% -2.9%
（１）有形固定資産 24,980,414,292 88.4% -2.9% 25,736,142,094 89.3% -2.9% 26,507,576,460 89.5% -2.9%

ア 土地 371,497,233 1.3% 0.0% 371,497,233 1.3% 0.0% 371,497,233 1.3% 0.0%
イ 建物 155,201,061 0.5% -7.3% 167,500,141 0.6% -6.8% 179,799,221 0.6% -6.4%
ウ 構築物 24,060,753,527 85.2% -3.0% 24,803,582,071 86.0% -3.7% 25,750,124,989 87.0% -2.9%
エ 機械及び装置 156,742,790 0.6% -9.6% 173,409,861 0.6% -9.6% 191,851,417 0.6% -10.2%
オ 建設仮勘定 236,219,681 0.8% 7.3% 220,152,788 0.8% 1,439.1% 14,303,600 0.0% 70.5%

（２）無形固定資産 2,512,940,876 8.9% -1.3% 2,545,920,904 8.8% -3.9% 2,650,320,919 9.0% -3.0%
ア 施設利用権 2,512,940,876 8.9% -1.3% 2,545,920,904 8.8% -3.9% 2,650,320,919 9.0% -3.0%

2 流動資産 759,366,529 2.7% 39.7% 543,730,141 1.9% 21.7% 446,640,241 1.5% -1.8%
（１）現金預金 557,973,296 2.0% 57.7% 353,919,472 1.2% 60.6% 220,364,963 0.7% -10.6%
（２）未収金 201,393,233 0.7% 6.1% 189,810,669 0.7% -16.1% 226,275,278 0.8% 8.7%

ア 営業未収金 143,745,425 0.5% 0.8% 142,643,583 0.5% -32.2% 210,234,109 0.7% 3.6%
イ 過年度営業未収金 3,808,489 0.0% -10.1% 4,237,122 0.0% -11.7% 4,798,367 0.0% -11.9%
ウ 営業外未収金 37,263,477 0.1% -10.2% 41,501,704 0.1% 206.0% 13,561,154 0.0% 1,430.6%
エ その他未収金 11,271,811 0.0% 79.4% 6,284,222 0.0% 140.2% 2,616,515 0.0% -11.0%
オ 過年度その他未収金 513,100 0.0% 63.6% 313,700 0.0% 58.1% 198,400 0.0% -52.6%
カ 未収消費税還付金 9,324,600 0.0% 皆増 － － － － － －

-4,533,669 0.0% -12.3% -5,169,662 0.0% 0.7% -5,133,267 0.0% 12.7%

28,252,721,697 100.0% -2.0% 28,825,793,139 100.0% -2.6% 29,604,537,620 100.0% -2.9%

固定資産

 貸倒引当金

資 産 合 計

対前年
度伸率

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率

比　　較　　貸　　借　　対　　照　　表

科 目
令和７年度 令６年度 令和５年度

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率

金 額 ( 円 ） 構成比



３ 固定負債 5,889,768,760 20.8% -4.9% 6,193,956,657 21.5% -3.9% 6,443,837,520 21.8% -7.3%
（１）企業債 5,868,250,265 20.8% -5.0% 6,175,173,657 21.4% -3.9% 6,427,456,520 21.7% -7.4%

ア
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

5,861,365,221 20.7% -4.9% 6,164,141,101 21.4% -3.9% 6,412,276,460 21.7% -7.3%

イ その他の企業債 6,885,044 0.0% -37.6% 11,032,556 0.0% -27.3% 15,180,060 0.1% -21.5%
（２）引当金 21,518,495 0.1% 14.6% 18,783,000 0.1% 14.7% 16,381,000 0.1% 33.3%

ア 退職給付引当金 21,518,495 0.1% 14.6% 18,783,000 0.1% 14.7% 16,381,000 0.1% 33.3%
４ 流動負債 1,168,148,710 4.1% 17.1% 997,614,769 3.5% -10.5% 1,114,944,131 3.8% -0.9%

（１）企業債 764,723,392 2.7% 6.1% 721,082,863 2.5% -8.7% 789,812,097 2.7% -7.9%

ア
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

760,575,880 2.7% 6.1% 716,935,359 2.5% -8.7% 785,664,601 2.7% -7.9%

イ その他の企業債 4,147,512 0.0% 0.0% 4,147,504 0.0% 0.0% 4,147,496 0.0% 0.0%
（２）未払金 382,783,318 1.4% 49.9% 255,427,906 0.9% -16.9% 307,529,034 1.0% 22.5%
（３）引当金 8,868,000 0.0% 13.6% 7,805,000 0.0% 2.3% 7,628,000 0.0% -1.1%

ア 賞与引当金 8,868,000 0.0% 13.6% 7,805,000 0.0% 2.3% 7,628,000 0.0% -1.1%
（４）その他流動負債 11,774,000 0.0% -11.5% 13,299,000 0.0% 33.3% 9,975,000 0.0% 10.0%

５ 繰延収益 16,403,291,191 58.1% -3.7% 17,041,059,842 59.1% -3.3% 17,613,611,503 59.5% -3.2%
（１）長期前受金 20,868,758,463 73.9% 0.4% 20,777,198,033 72.1% 0.8% 20,618,612,496 69.6% 0.7%
（２）収益化累計額 -4,465,467,272 -15.8% 19.5% -3,736,138,191 -13.0% 24.3% -3,005,000,993 -10.2% 32.2%

23,461,208,661 83.0% -3.2% 24,232,631,268 84.1% -3.7% 25,172,393,154 85.0% -4.2%

構成比
対前年
度伸率

負 債 合 計

科 目
令和７年度 令和６年度 令和５年度

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率

金 額 ( 円 ）

２５



２６

６ 資本金 4,276,110,064 15.1% 5.3% 4,058,984,215 14.1% 5.9% 3,833,057,312 12.9% 11.1%
（１）固有資本金 2,872,880,585 10.2% 0.0% 2,872,880,585 10.0% 0.0% 2,872,880,585 9.7% 0.0%
（２）繰入資本金 901,586,034 3.2% 16.8% 771,829,551 2.7% 9.0% 708,339,850 2.4% 23.0%
（３）組入資本金 501,643,445 1.8% 21.1% 414,274,079 1.4% 64.5% 251,836,877 0.9% 71.0%

７ 剰余金 515,402,972 1.8% -3.5% 534,177,656 1.9% -10.8% 599,087,154 2.0% 22.2%
（１）資本剰余金 349,280,586 1.2% 0.0% 349,280,586 1.2% 0.0% 349,280,586 1.2% 0.0%

ア 受贈財産評価額 344,063,765 1.2% 0.0% 344,063,765 1.2% 0.0% 344,063,765 1.2% 0.0%
イ 受益者負担金 4,988,151 0.0% 0.0% 4,988,151 0.0% 0.0% 4,988,151 0.0% 0.0%
ウ 他会計補助金 228,670 0.0% 0.0% 228,670 0.0% 0.0% 228,670 0.0% 0.0%

（２）利益剰余金 166,122,386 0.6% -10.2% 184,897,070 0.6% -26.0% 249,806,568 0.8% 77.0%
ア 減債積立金 － － － － － － － － 皆減
イ 当年度未処分利益剰余金 166,122,386 0.6% -10.2% 184,897,070 0.6% -26.0% 249,806,568 0.8% 77.0%

4,791,513,036 17.0% 4.3% 4,593,161,871 15.9% 3.6% 4,432,144,466 15.0% 12.5%

28,252,721,697 100.0% -2.0% 28,825,793,139 100.0% -2.6% 29,604,537,620 100.0% -2.0%負 債 資 本 合 計

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率

資 本 合 計

科 目
令和７年度 令和６年度 令和５年度

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率


